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P r o f i l e

最新労働法解説

講師●　労働政策研究・研修機構 研究所長

濱口 桂一郎 （はまぐち　けいいちろう）

　解雇の金銭解決制度(解雇無効時の金銭救済制度)
をめぐる議論は長らく厚生労働省で継続されてい
ます。2022年には厚生労働省が設置した有識者検
討会により解雇無効時の金銭救済制度に係る法技
術的論点に関する報告書が取りまとめられ、引き
続き労働政策審議会において制度導入の是非等を
議論していくこととなっています。
　雇用の現場においては、すでに働き方の多様化
は進み、終身雇用等の雇用慣行への意識も変化す
るなか、解雇規制の見直しを望む声もあります。
また依然として解雇をめぐる紛争は絶えない状況
でもあり、労使にとって解雇の金銭解決制度は極
めて関心の高い問題です。
　この制度の検討に際して、このほど労働政策研

究・研修機構から「解雇等無効判決後における復
職状況等に関する調査」が公表されました（JILPT 
調査シリーズNo.244・2024年7月）。この調査は
日本労働弁護団や経営法曹会議等の労働問題に関
連する弁護士を対象に機構が行ったもので、解雇
事案において解雇無効とされた場合に、復職状況
等の実態はどうなっているのかを調査しており、
労使にとっても解雇をめぐる現状や問題を知るこ
とは重要であると思われます。
　そこで本例会では、この調査を執筆された労働
政策研究・研修機構（JILPT）研究所長の濱口先生
を講師にお招きして、今回の調査に関する解説と
今後の制度検討の行方等についてお話しいただき
ます。

東京大学法学部卒業。労働法政策の研究者。日本労働法学会会員。

主著には、一般書として『賃金とは何か』（朝日新書・2024年）、
『家政婦の歴史』（文春新書・2023年）、『ジョブ型雇用社会とは何
か：正社員体制の矛盾と転機』（岩波新書・2021 年）など多数。
専門書として『新・EU の労働法政策』（労働政策研究・研修機構・
2022年）、『日本の労働法政策』（労働政策研究・研修機構・2018 
年）など多数。

解雇無効判決後の
職場復帰状況
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本定例会のポイント

労使どちらが和解案を拒絶しているか

　労使のどちらが和解案を拒絶したのかを聞いたところ、労働者側が拒
絶45.0％、使用者側が拒絶21.3％。双方が拒絶33.8％だった。労働者
側が和解案を拒絶した理由は、「合意退職の和解案だったが、労働者が
復職を希望」が34.7％で最多、使用者側が和解案を拒絶した理由は、
「合意退職の和解案だったが、使用者が金銭支払を希望せず」が19.4％
だった。

解雇等無効判決後の復職状況

　解雇等無効判決後の復職状況は、件数で76件、労働者数ベースで99
件。この99件を100％として、解雇等無効判決後の復職をしたのが37件
（37.4％）。ただ復職したと言っても、その後、継続就業している人と、
不本意に退職した人がいる。復職後継続就業したのは30件（30.3％）、
復職後不本意退職をしたのが７件（7.1％）。それに対して、解雇無効判
決を勝ち得たものの、復職していないという人が、99人中54件（54.5
％）となっている。これをどう解釈するかは、解雇の金銭救済制度を、
設計していく上で、重要な論点になっていくだろう。

就労継続に重要なことはなにか

　復職、就労継続に重要なことはなにかと弁護士に聞いたところ、一番
多いのが、「職場で支障なく働くことができる雰囲気」が53.7％、「労
働組合や労働者を支持する組織のサポートがあること」が47.6％、「復
職前に面談実施と十分なコミュニケーションがあること」が37.2％等
となっている。復職しなかった理由を聞くと、一番多いのが、「復職後
の人間関係に懸念」が21件（38.9％）、「訴訟で争ううちに退職する気
になった」が22.2％だった。「労働者の復職に対する使用者の拒否が強
い」が20.4％、「裁判前から復職するつもりはなく、判決で目的達成」
が11.1％だった。
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解雇自由の原則を規定しているわけで
す。
大原則からすると、今でも日本はアメ
リカと同じように、解雇自由の原則が規
定をされています。その帰結として、
「雇用は、解約の申入れの日から二週間
を経過することによって終了する」（同
項後半）という規定があります。
これは解雇ではなく辞職ですね、労働
者から辞めるという場合には、２週間経
ったら自動的に契約が終わります。最近
は辞めたくても辞めさせてくれないとい
う状況が、あちこちにでてきています。
私は、都道府県労働局に持ち込まれる
斡旋の分析を今まで何回もやってきまし
た。全国ベースで見ると、いじめ嫌がら
せが一番多いんですが、都道府県によっ
てはむしろ自己都合退職が一番多いで
す。辞めたくてもやってくれないんで何
とかしてくれという労働者が多いので
す。
雇用終了というと、解雇と雇止めが問
題だったのですが、最近は辞めたくても
辞められないというのも、今後は調査の
対象にしていく必要があるのかもしれま
せん。
政策として、何らかのものが出てきて
るわけではないですが、今後の政策の動
きを考えたときに、自己都合退職を巡る
トラブルも正面から研究していく必要が
あると思います。この問題は重要だと思
いますが、本日は深入りしません。
627条は、無期雇用契約の場合で、有
期雇用契約の場合は628条です。当事者
が雇用の期間を定めた場合であっても、
やむを得ない事由があるときは各当事者
がただちに契約の解除をすることができ

労働政策研究・研修機構で研究所長を
しています濱口桂一郎です。今日は、解
雇無効判決後の職場復帰状況というテー
マでお話いたします。
2024年７月に『賃金とは何か』（朝日
新書）という本を出しました。これとほ
ぼ同時期に、JILPTから『解雇等無効判
決後における復職状況等に関する調査報
告書』を出しました。
この20年以上にわたって、日本の労働
法を巡り、解雇の金銭救済制度につい
て、ホットな議論が続いてきておりま
す。数日前の新聞を読むと、自民党の総
裁選に出ている河野太郎氏が解雇の金銭
解決を打ち出すという記事がありまし
た。
JILPTでは、解雇の金銭解決制度を巡
る議論、調査に深くかかわってきまし
た。その意味でも、この動きには関心が
あります。
誤解されがちな日本の解雇制度につい
て、まずはやや歴史をさかのぼって、見
てみたいと思います。

日本の解雇法制

民法の解雇規定
解雇は、雇用契約を使用者側から一方
的に解除することを指すわけです。
現行民法の解雇規定ができたのは1896
年です。2004年の民法改正で口語化され
ましたが中身は基本的に変わっておりま
せん。「当事者が雇用の期間を定めなか
ったときは、各当事者は、いつでも解約
の申入れをすることができる」（第627条
第１項前半）と、無期雇用契約における

1
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「使用者は、労働者を解雇しようとする
場合においては、少なくとも30日前にそ
の予告をしなければならない」（第20条
第１項第１文）、「30日前に予告をしない
使用者は、30日分以上の平均賃金を支払
わなければならない」（同項第２文）と
されています。
これは解雇手当ではなく、予告手当で
すが、労働基準法の制定プロセスは非常
に詳しくわかっておりまして、制定過程
では、「事業主労働者を解雇するときは
命令の定めるところにより少なくとも勤
続１年につき賃金12日分に相当する退職
手当を支給すべし」という規定が検討さ
れましたが、最終的に削除されていま
す。
解雇の対価としてお金を払えというの
は法律にありましたし、労働基準法を作
るときに案にはあったのですが、なくな
ったということです。
解雇について、民法上は基本的に解約
自由の原則があります。労基法は、30日
の予告期間ないし予告手当があります。

解雇権濫用法理の確立
そういう意味で日本は法律の上では解
雇自由の国だったです。ところが、それ
が何によって変わっていったか。変えた
のは立法府ではありません。裁判所の判
決によってそうなっていきました。裁判
所の判決と言っても、何の根拠もないと
ころで裁判所がそうした方向に舵を切っ
たわけではありません。
その根拠の１つは、民法１条３項の

「権利の濫用は、これを許さない」とい
う文言です。これを根拠に、その後、と
りわけ1950年代に、主として東京地方裁

る、となっています。やや要件が厳しい
ようですがやはり、基本的に解除可能で
す。有期ですから期限が来たら自動的に
終わるのは当たり前です。
これが戦前から戦後にかけて、今に至
るまでの基本的な民法の解雇の規定でし
た。
解雇については戦前、一定の政策立法
がありました。1936年の退職積立金及退
職手当法は、退職手当積立金（賃金の２
％）のほかに、事業主が事業の都合で労
働者を解雇したときは、勤続１～３年未
満の者は賃金20日分、勤続３年以上の者
は賃金35日分の特別手当の支給を義務づ
けていました。
いわゆる解雇手当のようなものです。
これを金銭解決と言っていいのかどうか
わかりませんが、上記のような制度があ
りました。ただ、これは、10年も持ちま
せんでした。同法は1944年厚生年金保険
法に吸収されて廃止されました。

工場法・労働基準法の解雇予告
期間・手当
解雇に予告が必要であるということに
ついては、工場法の時代からありまし
た。1926年の改正工場法施行令により、
工業主が職工に対し雇用契約を解除しよ
うとするときは、14日前に予告をする
か、賃金14日分の手当を支給しなければ
ならない（第27条の２）とされていまし
た。
これがまさに解雇予告期間、または解
雇予告手当の出発点です。その期間が14
日から30日に延長されたのが、終戦直後
の1947年の労働基準法です。80年近く前
の規定がそのまま残っておりまして、
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といえます。しかもその効果は、解雇無
効、地位確認、すなわち雇用がそのまま
あるという。ある意味では、六法全書ど
こにも書いてないのに、裁判例に行った
ら、雇用契約が切っても切っても切れな
い。これが現状です。こういった状況
が、20世紀の後半に確立をしてきたわけ
です。

2003年労基法改正
1990年代末から経済学者や一部経営者
が解雇規制の緩和を唱道してきました。
2002年総合規制改革会議「中間取りまと
め」は、「解雇の際の救済手段として、
職場復帰だけでなく、金銭賠償方式とい
う選択肢を導入することの可能性を検討
すべき」としていました。
2002～2003年の労政審労働条件分科会
で、解雇権濫用法理をそのまま実定法化
するとともに、金銭補償制度を創設する
ことが提起されました。
この時はまだ労働契約法がありません
でした。労働基準法の中に、第18条の２
として、解雇権濫用行為をそのまま書き
込み、あわせて併せてその第２項として
金銭補償制度というのを創設しようとい
うことになりました。労働条件分科会の
建議の中には金銭補償制度を創設すると
いうことがきちんと明記をされていま
す。
さらに年明けの2003年２月の法案要綱
では、①労働者は判決で解雇が無効であ
ることが確定した場合において、当該労
働者が職場復帰したとしても、労働契約
の本旨に従った義務を履行することが困
難となる状況が生ずることが明らかであ
るときは、退職と引き換えに、当該解雇

判所で不当解雇を巡るいろんな事案が持
ち込まれました。朝ドラの佐田寅子さん
がいたころの東京地裁です。それに対し
て、当時の東京地方裁判所は、六法全書
のどこを見ても、解雇してならないとは
書いてないのに、そうした判決を出した
のです。その根拠が民法１条３項です。
使用者には解雇権もあるのだけども、権
利を濫用してはいけない、というわけで
す。不当解雇、権利濫用として無効、と
する判決を続々と下したわけです。
これが解雇権濫用法理で、長らく下級
審レベルの判例法理でしたが、ようやく
最高裁で認められたのが、1975年の日本
食塩事件最高裁判決です。
六法全書を開いても、解雇するなと書
いてない、というのが日本の状況です。
とは言いながら、不当解雇をして、それ
が、万が一裁判所に駆け込まれると、裁
判所は別に六法全書だけを根拠に判決を
下すわけではないです。六法全書が根拠
なんですが先例としての判例があるので
す。それに基づいて、「いやこれは権利
の濫用である」ということで、六法全書
上は解雇自由の原則が維持されていなが
ら、いざ裁判所に駆け込まれてしまう
と、解雇が権利濫用で無効となるわけで
す。
日本に解雇規制があるのか、ないの
か。日本に解雇規制は「あるようでな
い、ないようである」と島田陽一先生が
言っていました。
これをいわば社会学的に捉えると、裁
判所に行けない労働者にとっては解雇規
制というのは希薄なのですが、もし労働
者に裁判所に行かれる可能性の高い企業
にとっては、解雇規制は厳然と存在する
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会がかなり膨大な報告書をまとめまし
た。その中で、解雇の金銭解決制度につ
いて詳細な制度設計を提案しました。①
使用者からの申立ては個別企業での集団
的労使合意が要件、②解決金額の基準は
個別企業で集団的労使合意が予めなされ
ている場合のみ可能、というものでし
た。
しかし2005～2006年の労政審労働条件
分科会では、議論がどんどん収縮し、最
終的に労基法第18条の２をそのまま労契
法第16条に平行移動しただけに終わりま
した。
労働契約だけでなくて労働時間法制に
ついてもホワイトカラーエグゼンプショ
ンをめぐり、猛烈に労使がぶつかり合い
ました。就業規則の不利益変更法理の問
題でもそうでした。それもあって、解雇
の金銭解決制度についてはほとんど議論
が行われないまま、どんどん収縮してい
きました。
その後しばらくこの問題は動きがなか
ったです。

日本再興戦略と検討再開
これがまた動き出すのが2013年です。
安倍内閣になってから、再び解雇の金
銭解決制度が議題になります。
2014年６月の『日本再興戦略改訂
2014』は「予見可能性の高い紛争解決シ
ステムの構築」として、金銭救済制度に
向けて、労働局あっせん、労働審判、裁
判上の和解における解決金額の状況調査
と海外調査を要求しました。
2015年３月の規制改革会議『労使双方
が納得する雇用終了の在り方に関する意
見』は、金銭解決の選択肢を労働者側の

を行った使用者に対して補償金の支払い
を請求することができ、②使用者は、当
該労働者が職場復帰したとしても、職場
の秩序や規律が維持できず、当該労働者
又は当該事業場の他の労働者が労働契約
の本旨に従った義務を履行することが困
難となることが明らかであるような場合
には、補償金の支払いを約して、労働者
との間の労働契約の終了を裁判所に請求
することができる、としていましたが、
国会提出時には削除されています。
なぜ削除されたかは当時、明確ではあ
りませんでした。ただ、数年前に厚労省
の方から解説があって、法務省、むしろ
裁判所からこんな規定を作られても、裁
判官がどういう場合に金銭補償を認め
て、どういう場合に認めないか、何の基
準もないのにいきなり作られたら困ると
いうことで、それが主たる反対の理由に
なっていたようです。
結果、労基法第18条の２は「解雇は、
客観的に合理的な理由を欠き、社会通念
上相 当であると認められない場合は、
その権利を濫用したものとして、無効と
する」 と、解雇権濫用法理のみを規定し
ました。

2007年労働契約法
金銭解決制度を何とかすべきだという
議論はその後も繰り返し出てまいりまし
た。この問題をかなり突っ込んで議論し
たのが2004年から2005年頃です。小泉内
閣のころです。
当時、労働契約法制を作るべきではな
いか、就業規則法制、有期契約法制、い
ろんな論点がありました。菅野和夫先生
を座長とする労働契約法制のあり方研究
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今、議論されている金銭救済請求権の
法理論的な分析ですが、以下のようにま
とめることができます。

権利の発生要件：①解雇がなされてい
ること、②当該解雇が客観的合理性、社
会通念上相当性を欠くこと、③労働者が
使用者に一定額の金銭支払を求めている
こと。
法的効果：①労働者に金銭の支払請求
権が、使用者に金銭の支払義務が発生
し、②使用者が一定額の金銭を支払った
場合に労働契約が終了。
法的性質：形成権的構成（取下げ不
可）と請求権的構成（取下げ可能）の両
論。
その他、職場復帰せずに労働契約を終
了する代わりの解消対応部分と、慰謝料
的な損害賠償的部分、バックペイ相当分
との関係など、いくつも論点が先送り。

法技術的論点検討会
2018年６月からは、解雇無効時の金銭
救済制度に係る法技術的論点に関する検
討会を開催します。学識者６名、座長
は、岩村正彦先生から山川隆一先生にな
りました。
2022年４月に同検討会報告が公表され
ました。「無効な解雇がなされた場合に、
労働者の請求によって使用者が一定の金
銭（労働契約解消金）を支払い、当該支
払によって労働契約が終了する仕組み」
として、形成権構成と形成判決構成が並
列されました。

労政審での審議
これを受けて、2022年の４月から、労

みに認めるべきと提言しました。
規制改革会議で、雇用ワーキンググル
ープの座長をしていたのが鶴光太郎先生
です。鶴先生は、使用者側の申し立てを
認めると、労働側が猛反発ってなかなか
進まないので、とりあえずそれは封印し
て、労働者側のみの申し立てで進めて、
とにかく金銭解決を実現しようと考えて
いたようです。
2015年６月の『日本再興戦略改訂
2015』は、「解雇無効時における金銭救
済制度の在り方…についての具体化に向
けた議論の場を直ちに立ち上げ、検討を
進め、結論を得た上で、労政審の審議を
経て、所要の制度的措置を講ずる」と、
立法対応を要求しています。
これを受けて、厚生労働省労働基準局
は、2015年10月から透明かつ公正な労働
紛争解決システム等の在り方に関する検
討会を開催しています。
普通の審議会の前の研究会、検討会は
学識者だけやりますが、委員22名中、労
使各４名、労使弁護士各２名、となって
います。座長は東大の荒木尚志先生でし
た。
JILPTの解雇実態調査結果がここで報
告されています。

システム検討会報告
システム検討会が2017年の５月に、報
告を公表しまして、基本的には先ほど見
たように、この規制改革会議の提言を受
けて、労働者側の申し立てのみを認める
としました。
そして、その制度設計としては労働者
に実体法上の金銭救済請求権を認めると
いう提案をしました。
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関係紛争処理事案の内容分析』（濱口
担当）は、2008年度労働局あっせん事
案1144件を調査し、解決金額の中央値
は19万円。
・東大社研の『労働審判制度についての
意識調査基本報告書』は、2010年に行
った労働審判利用者へのアンケート調
査により、解決金額の中央値は100万
円。
・2014年日本再興戦略を受けてJILPTが
実施した調査結果として、労働政策研
究報告書No.174『労働局あっせん、労
働審判及び裁判上の和解における雇用
紛争事案の比較分析』
・2022年労政審労働条件分科会の要請に
よりJILPTが実施した調査結果とし
て、労働政策研究報告書No.226『労働
審判及び裁判上の和解における雇用終
了事案の比較分析』
・今回、再度弁護士調査を実施し、2024
年７月にJILPT調査シリーズNo.244
『解雇等無効判決後における復職状況
等に関する調査』を公表。

一番古い調査は、今から20年以上前の
ものです。まさにこの解雇無効判決後の
現職復帰の状況について、当時JILPTに
いた平澤純子研究員が、日本労働弁護団
と、経営法曹会議に所属する弁護士に対
するアンケート調査を実施して、これに
よって現職復帰して勤務継続しているの
が約４割、復帰しなかったのが約４割と
いう結果を、当時既に明らかにしており
ました。
これは今回我々がやるまで、ほぼこの
テーマでは、唯一というか最新の調査で
した。

政審労働条件分科会で審議が開始されま
した。
委員から解雇実態調査を再度実施する
よう要請され、JILPTで調査を実施して
同年10月に報告しました。裁判所に私も
毎日通って、いろいろ調査をしました。
それでもなかなか議論が進まなかった
です。
同年12月に荒木座長より、「分科会で
の議論に資するよう解雇や解雇をめぐる
紛争の実態等についてできる限り明らか
にする必要がある」と発言があり、了承
され、さらなる実態把握が求められてい
ました。

解雇に関する実態調
査

解雇に関する実態調査ですが、JILPT
が非常に多くの調査について、主体的に
関わっております。レジュメに以下のよ
うに列挙しておきました。
・JILPT資料シリーズNo.4『解雇無効判
決後の原職復帰の状況に関する調査研
究』（平澤純子執筆）は、日本労働弁
護団と経営法曹会議所属弁護士へのア
ンケート調査により、原職復帰して勤
務継続者が約４割、復帰しなかった者
が約４割。

・JILPT資料シリーズNo.29『解雇規制
と裁判』所収の「東京地裁の解雇事件」
（神林龍執筆）は、2000～2004年の東
京地裁解雇事件の全数調査により、和
解事件における標準化和解額を算出
（和解額自体は示されず）。
・労働政策研究報告書No.123『個別労働

2
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京地裁に通って、それをまとめたのが、
この労働政策研究報告書ナンバー174労
働局あっせん、労働審判および裁判所の
和解における雇用紛争事案の比較分析と
いうもので、労働政策研究報告書 
No.174『労働局あっせん、労働審判及び
裁判上の和解における雇用紛争事案の比
較分析』です。この中身を先ほど言った
ように、厚生労働省のシステム検討会で
報告をしました。
その後も延々と研究会、検討会が行わ
れて、2022年に労政審の労働条件分科会
に舞台が移ったところで、もう前の調査
は古いからまた調査をしようと言われま
した。
今度は、斡旋だけでなく、労働審判
と、裁判所の和解についての比較分析を
しました。これが労働政策研究報告書
No.226『労働審判及び裁判上の和解にお
ける雇用終了事案の比較分析』です。中
身は後述します。
あっせんについては今、調査中です。
解雇無効の判決が出た後に本当に戻れ
てるのか。これが結構大きな問題です。
JILPT資料シリーズNo.4『解雇無効判決
後の原職復帰の状況に関する調査研究』
は2003年というかなりこの資料シリーズ
では、早い段階で取り上げられていま
す。なぜ金銭解決とか金銭救済が議論に
なるかというと、あっせんとか労働審判
であれば金銭解決をしてるわけですし、
和解で解決するのも金銭解決です。裁判
まで行くと、金銭解決という判決はない
です。解雇無効で雇用が繋がってる状態
といっても、本当に現職に復帰できてる
のか。これが大きな問題意識で、これが
まさに20年前の資料シリーズの問題意識

同じ時期に、神林龍先生がJILPTの調
査プロジェクトに参加して、東京地裁の
解雇事件の全数調査をされて、報告書を
まとめておられます。ただ、解決金額を
書いてくれればいいのですが、解決金が
書いてなくて、標準化和解額という難し
い計算をした結果だけが載っています。
額が載ってないのが非常に残念です。
３つ目からは私が関わった調査です。
これは私がJILPTにやってきて、当時は
解雇の金銭解決に問題意識があったんで
すが、金銭解決だけではなく、むしろ解
雇の実態です。裁判になったものは、判
例雑誌に載るんですが、判決にならなか
ったものは把握できません。
あっせんは山のように件数があるはず
ですが、その実態がわからない。どう解
決されているのかがわからない。当時、
厚労省で個別紛争の担当していた室長
が、私が厚労省にいたころの部下で、い
ろいろ資料を見せてもらって、それをも
とに調査をして報告書をまとめました。
『個別労働関係紛争処理事案の内容分
析』（濱口担当）は、2008年度労働局あ
っせん事案1144件を調査し、解決金額の
中央値は19万円でした。
４つ目は東大社研の調査です。労働審
判利用者に対するアンケート調査をやり
ましてこれは2010年に報告書がまとめら
れています。労働審判の金額は大体100
万であったということがわかりました。
日本再興戦略を受けてJILPTが調査を
するのですが、斡旋は仲間内というか、
同じ労働行政に協力いただけるのです
が、裁判所はなかなか厳しくて、資料を
みせてはやるが、外に持ち出すことはま
かりならんと。１ヶ月強ぐらい、毎日東
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たがその後退職したものが３件（8.1％）、
③職場復帰しなかったものが21件（56.8
％）でした。 サンプル数は少ないです
が回答率は高いです。

山口純子調査

これは、2005年JILPT調査を行った平
澤純子さんがJILPT入職前に山口純子名
で行った調査です（山口純子「解雇をめ
ぐる法的救済の実効性」（『日本労働研究
雑誌』2001年６月号））。
1992年12月時点で日本労働弁護団に所
属する弁護士1370名を対象に、1992年12
月１日までに解決した解雇事件の処理に
ついて尋ねたもので、有効回収票数は90
票 （有効回収率6.6％）でした。
他の調査と比較可能な解雇者数、復職
者数等の数値は掲載されておらず、弁護
士１人当たりの平均件数として、在職
2.8件（母数40、標準偏差2.3）、退職3.3
件（母数27、標準偏差3.2）となってい
ます。
平澤さんがまとめた資料シリーズNo.4
によれば、裁判所で労働者の復職で解決
した解雇事件の被解雇者総数は710人で
あり、そのうち1992年12月時点でも在職
しているか、定年まで在職していた人の
総数は248人（34.9％）でした。

京都府地方労働委員会調査
この平澤調査が引用しているものとし
て、京都府地方労働委員会調査がありま
す。
これは解雇事件というよりも、不当労
働行為の事案です。解雇に係る不当労働
行為についての復職状況を追跡調査した

ですし、再び調べてみようということに
なったわけです。
再度、弁護士調査を実施し、2024年の
７月にJILPT調査シリーズNo.244『解雇
等無効
判決後における復職状況等に関する調
査』を公表しました。
20年前のJILPTの報告書を見ると、い
わばそれの先行調査のようなものがあり
ます。
先述した平澤さんがいたときにまとめ
た資料シリーズというのも、PDFファ
イルでJILPTのホームページに載ってお
りますので、詳しいことはそちらをご覧
ください。

復職状況に関する
先行調査

前田達男調査
前田達男さんは、金沢大学の労働法の
先生です。片岡曻・萬井隆令・西谷敏編
『労使紛争と法』 所収の前田達男「裁判
の機能－解雇事件裁判を中心に」という
さほど長くない論文なんですが、『労働
判例』掲載の解雇無効判決・仮処分決定
のうち、大阪、京都、神戸各地方裁判所
（各支部を含む）、大阪高等裁判所関係分
を取り出し、1985年から1991年度までに
最新の判決・決定が出された48事件につ
いて、事件担当の弁護士・法律事務所に
照会を行ったものです。
48件中42件の回答あり（回答率87.5
％）、うち５件は係争中、残りの37件の
復職状況は、①職場復帰して就労してい
るものが13件（35.1％）、②職場復帰し

3
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収率4.01％）、経営法曹会議からは25票
を回収（回収率5.94％）です。
一般的に言うとアンケート調査の回収
率は３割あれば立派、２割で普通、１割
はちょっときついけどまあまあ使える、
１割以下だとちょっとこれは使えないと
いわれています。
この調査が厚労省の各種検討会で引用
される場合は、「回収率は低いんですが」
と前置きがなされています。
この報告書によりますと、解雇事件総
数は43件、被解雇者総数は76人。このう
ち「解雇無効」が67.1％（51人/76 人）、
「解雇有効」が31.6％（24人/76人）、無
回答が1.3％（１人/76人）となっていま
す。
解雇無効判決後の復帰状況は、「復帰
してそのまま勤務を継続している」が
41.2％（21人/51人）、「一度復帰したが
離職した」が13.7％（７人/51人）、「復
帰しなかった（即日退職を含む）」が
41.2％（21人/51人）、「わからない」が
2.0％（１人/51人）、無回答が2.0％（１
人/51人）となっています。
弁護士所属団体別にみると、日本労働
弁護団所属弁護士の場合は、「復帰して
そのまま勤務を継続している」が41.9％
（18人/43人）、「一度復帰したが離職し
た」が16.3％（７人/43人）、「復帰しな
かった（即日退職を含む）」が41.9％（18
人/43人）でした。
経営法曹会議所属弁護士の場合は「復
帰してそのまま勤務を継続している」が
37.5％（３人/８人）、「復帰しなかった
（即日退職を含む）」が37.5％（３人/８
人）、「わからない」が12.5％（１人/８
人）、無回答が12.5％（１人/８人）でし

ものです。
ありまして、平沢さんはその一つだけ
１回取ってないんすけどちょっとちょっ
と調べるとなんかなんか
第１回、第２回、第３回と、調査やっ
ておりまして以下のようになっておりま
す。

第１回調査：1956年～1975年に取り扱
った不当労働行為事件のうち解雇事件
196件の被 解雇者404名について、原職
復帰が130名（32.2 ％）、退職が273名
（67.6％）。原職復 帰者のうち原職のまま
今日に至る者が47名（対象期間の長さか
らしてその解釈は難しい）。
第２回調査：1976年～1980年に取り扱
った不当労働行為事件のうち解雇事件の
被解雇 者32名について、在職が４名
（12.5％）、退職が27名（84.4％）、不明が
１名（3.1％）。 この退職のうち、形式的
に原職復帰し同日付で退職したのが13名
（40.6％）、原職に 復帰しその後退職した
のが７名（21.9％）。
第３回調査：1981年～1985年に取り扱
った不当労働行為事件のうち解雇事件の
被解雇 者31名について、在職が18名
（58.1％）、退職が９名（29.0％）。この退
職はすべて形 式的に原職復帰し同日付
で退職したもの。

2005年JILPT調査（平澤純子
調査）
 日本労働弁護団の全会員弁護士（1323
名）と経営法曹会議の全会員弁護士（421
名）を対象としたアンケート調査（郵送
調査）です。
日本労働弁護団からは53票を回収（回
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論として議論されるだけではなく、政治
的にもセンシティブな議論になっていた
こともあると思います。

弁護士登録年など
回答された弁護士に、登録されたのは
いつ頃かと聞いております。一番多いの
が、2005年から2009年という2000年代後
半に弁護士に登録された方が大体でし
た。次に多いのが2010年代前半です。続
いて、2010代後半です。
20世紀になってから、弁護士になった
方が中心であるということがわかりま
す。
それからアンケートの中で、労働事件
をもっぱらどちら側の代理をしましたか
と聞いてます。労弁と経営法曹はわかり
ますが、意外なのは労働弁護団でも労使
双方やってます、という人が一定数いま
した。専ら労働者が81、専ら使用者が
84、労使双方が60という回答でした。
調査では、専ら労働者、専ら使用者、
労使双方という分け方をしています。
次に、解雇等事件の相談から訴訟提起
に至った割合を聞いています。至った割
合で圧倒的に多いのが10％未満で、全体
約30％です。10％から19％が全体の24％
です。つまり20％未満で半数以上の割合
になっています。
要は解雇の相談に来ても、大部分は訴
訟の提起には至ってないということで
す。
それから、解雇事件がどういう形で終
局したかをみています。専ら労働者、専
ら使用者、労使双方にわけて聞いていま
す。基本的には労働者数ベースで見てお
りますが、830人の労働者が対象になっ

た。

今回の復職状況調査

調査の経緯
労政審労働条件分科会の議論を踏ま
え、再度解雇無効判決後の職場復帰割合
を調査するよう厚労省からJILPTに要請
がありました。
20年前の調査は、郵送調査でしたが、
ネット環境も変わりました。日本労働弁
護団と経営法曹会議以外の弁護士団体も
対象とし、郵送調査ではなく各弁護士会
のメーリングリストを利用してWEB上
の調査票で回答を記入してもらうやり方
としました。
調査期間は、2023年の10月６日から11
月６日の１ヶ月間です。
担当は濱口（総括）と中村良二さん

（調査票作成・調査実施）です。
もちろん重要なのは日本労働弁護団
と、経営法曹会議ですが、そのほかにも
日弁連の労働法制委員会、消費者問題対
策委員会とか貧困問題対策本部など、そ
ちらのメーリングリストも使いました。
第一東京弁護士会、第二東京弁護士会に
ある労働法の部会、そこにもメールを送
りました。
日本労働弁護団のメーリングリスト登
録者数は872、回答者数は101でした。全
体の回収率は14％でした。これをどうみ
るかですが、前回に比べると２倍から３
倍です。ただ、これがいい回収率かとい
うと、普通のアンケート調査からすると
物足りないという形です。
この解雇の金銭救済制度が、単に政策

4
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解雇無効を確信が22.3％となっていま
す。
それから、使用者側が和解案を拒絶し
た理由について、聞いております（計72
ケース）。
労働者が拒否した理由なんて、使用者
側は知りませんよ、ということなのです
が、一番多いのは、合意退職の和解案だ
ったが、使用者が金銭支払を希望せずが
19.4％、合意退職の和解案だったが、解
決金額が高かったが13.9％、地位確認の
和解案だったが、使用者が復職を希望せ
ず15.3％、地位確認の和解案だったが、
解雇有効を確信が11.1％でした。

解雇等無効判決後の復職状況
ここまではやや周辺的な話ですが、次
が20年前の平澤純子さんの調査の中核で
す。厚生労働省側が一番知りたかった中
身です。ただ、対象が限られます。
件数で76件、労働者数ベースで99件で
す。この99件を100％として、解雇等無
効判決後の復職をしたのが37件（37.4％）
です。ただ復職したと言っても、その
後、継続就業している人と、不本意に退
職した人がいるわけです。復職後継続就
業したのは30件（30.3％）、復職後不本
意退職をしたのが７件（7.1％）です。
それに対して、解雇無効判決を勝ち得
たものの、復職していないという人が、
99人中54件（54.5％）となっています。
この数字をどう解釈していくかは、解
雇の金銭救済制度を、設計していく上
で、重要な論点になっていくと思いま
す。
いずれにしても、20年前の数字を、新
しい調査によって更新できたのが今回の

ています。そのうち和解になったのが
639人、77％です。要するに訴訟を提起
しても、４分の３以上は和解で解決して
います。
和解の中身がどんなものであったかと
いうと、地位確認という形で和解したも
のが61件、7.3％、合意退職という形で
解決したのは、578人、69.6％です。裁
判所の和解の実態を調査した私の肌感覚
から見てもこんなもんだろうなと感じま
す。訴訟取り下げが６件、0.7％ほどあ
りました。
判決に至ったものは830人中185人で、
22.3％でした。
判決に至ったのは、どういう弁護士さ
んのところに多いのかというと、意外に
思うかもしれませんが、専ら労働者の側
に立って、訴訟活動をやっていた弁護士
さんの場合には、最終的に判決まで至っ
たというのは18.8％です。専ら使用者側
の立場に立って、解雇事件に携わってき
た弁護士さんの場合には、27.9％でした。
労使双方のやっている弁護士さんの場合
には31.3％でした。
和解案を拒絶したから、判決に至って
るわけです。どちらが和解案を拒絶した
のかを聞いています。
労働者数ベースで160件ありますが、
そのうち労働者側が拒絶したのが、72件
で45.0％、使用者側が拒絶したのが、34
件、21.3％です。双方が拒絶したのが、
54件、33.8％でした。
労働者側が和解案を拒絶した理由を見
てみると、合意退職の和解案だったが、
労働者が復職を希望が34.7％、合意退職
の和解案だったが、解決金額が低かった
が30.6％、合意退職の和解案だったが、
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代理した当事者類型別復職状況
など
代理した当事者類型別復職状況をみる
と、専ら労働者側の代理している弁護士
の場合には、復職したが若干増えて40.8
％、復職せずが53.5％でした。専ら使用
者側でやってらっしゃる弁護士だった場
合には、復職したというのが、かなり少
なくて、20.0％で、復職せずが73.3％で
した。
労使双方をみると、復職が38.5％です。
復職したがその後不本意に退職したのが
15.4％、復職せずが38.5％でした。
復職した後、不本意に退職した数がす
ごく少ないです。少ないんですが、復職
できたのに、その後退職したのかを聞い
ております。
労働者数７ですが、多いのは使用者か
らの嫌がらせだというのが７件中６件で

調査の一番大きなポイントだと思ってお
ります。

先行調査との比較
先行調査との比較ですが、復職したの
が今回37.4％だったんですが、20年前の
JILPTの平澤調査では復職したが54.9％
でした。半分を超えていました。復職し
て継続就業したのが41.2％でした。
回収率の点で課題があるので、言い訳
になってしまいますが、一応、この点は
押さえておいたほうがいいです。
それにしても、20年前に55％あった復
職率が、今回37％になってます。前回復
職しなかったのが４割強であったのが、
今回５割を超えているというのは面白い
です。
前田調査のときには、復職したのが４
割強で、復職しないが５割強、今回の結
果によく似ています。

8-2 先行調査との比較
前田調査 山口調査 京都地労委調査 JILPT2005調査 JILPT2023調査

第2回 第3回

労働者数 37(100%) 32(100%) 31(100%)                  51(100%) 99(100%)                

復職した 16(43.2%) 710(100%) 11(34.4%) 18(58.1%)                 28(54.9%) 37(37.4%)             

継続就業 13(35.1%) 248(34.9%) 4(12.5%) 18(58.1%) 21(41.2%) 30(30.3%)

不本意退職 3(8.1%) 7(21.9%) 0(0.0%) 7(13.7%) 7(7.1%)

復職せず 21(56.8%) 20(62.5%) 9(29.0%)                21(41.2%) 54(54.5%)                

不明 1(3.1%) 2(3.9%) 8(8.1%)                  

2024/09/04
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ことですが、訴訟によって、会社の権利
を実現し（あるいは守り）たかったが
35.3%で最多です。訴訟によって、事実
関係や解雇の有効性の有無をはっきりさ
せ、公正な解決を得たかったが28.1%、
訴訟によって、会社の社会的名誉や自尊
心を守りたかったが25.5%となっていま
す。

労働審判及び裁判上の和解にお
ける雇用終了事案の比較分析
解雇の金銭救済制度は過去20年近くに
渡って、JILPTでも、私個人でも、いろ
んな形で調査に関わってきました。
中でもとりわけ、2022年に、労働審判
と裁判上の和解における雇用終了事案の
比較分析をしました。これを細かく見て
いくと大変ですが、これが今後の金銭救
済制度の議論のベースになるだろうと思
います。
残りの時間でこれについてもお話した
いと思います。
10年前にも同じ調査をしていますの
で、それと比較しながら見ていきたいと
思います。
解雇と雇用終了時について、性別を見
ると、平成の時は男性の方が圧倒的に多
かったです。女性は和解で２割、審判で
３割でしたが、令和の調査では、いずれ
も４割近い割合になっています。女性が
こういったものを使うことが多くなって
きている傾向があると思います。
それから年齢層で見ますと、40代50代
が多いです。裁判でいうと50代がダント
ツで。若い人それほど使わない状況で
す。職種で見るとホワイトカラーが多い
です。

す。復職はしてもなかなか働き続けるの
が難しい実態もあるようです。
復職、就労継続に重要なことはなんだ
と思いますかと弁護士に聞いています。
弁護士の意見なのでどこまで参考になる
か、議論のあるところですが、一番多い
のが、職場で支障なく働くことができる
雰囲気が53.7％、労働組合や労働者を支
持する組織のサポートがあることが47.6
％、復職前に面談実施と十分なコミュニ
ケーションがあることが37.2％等となっ
ています。
労働者が復職しなかった理由も結構あ
ります。なぜ復職しなかったのか、聞い
ておりますと、一番多いのが、復職後の
人間関係に懸念が21件（38.9％）で、こ
れが一番多いですね。訴訟で争ううちに
退職する気になったが22.2％です。労働
者の復職に対する使用者の拒否が強いが
20.4％という状況です。また、裁判前か
ら復職するつもりはなく、判決で目的達
成が11.1％でした。

労使が解雇等事件で訴訟を提起
した理由
次に労働者が解雇等事件で訴訟を提起
した理由を聞いています。
これは強肯定から強否定まで５段階で
聞いております。強肯定が多いのは、訴
訟によって、給与収入など経済的利益を
守りたかったが63.2％です。訴訟によっ
て、事実関係や解雇の有効性の有無をは
っきりさせ、公正な解決を得たかったが
47.1%、訴訟によって、自分の社会的名
誉や自尊心を守りたかったが43.9%でし
た。
使用者が解雇等事件で訴訟に期待した
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なってて、若干労働審判が少し長引く傾
向にあるように思います。ただ裁判に比
べると半年未満で解決してるということ
には変わりがないです。１年以上が多い
という裁判とはだいぶ違います。
解決に要した期間、これは「お前はク
ビだ」などと言われてから、どれぐらい
かかってるかというものですが、どちら
も１年以上というのが一番多いです。
前回は１年未満のところにもかなり分
布していましたが、今回は１年を超える
ところにむしろ大きくシフトしていま
す。裁判自体がむしろ長期化している感
があります。
労働審判も若干延びている気がしま
す。
雇用終了形態ですが、普通解雇、雇止
め、退職勧奨があります。斡旋の方でい
うと2008年に最初にあっせんの調査した
ときは、リーマン・ショックの時だった
ので、整理解雇がかなりあったのです
が、これは減っています。コロナの影響
も若干あると思います。数的には普通解
雇が圧倒的に多いです。いわゆる自然退
職もそれなりの数になります。
請求事項ですが、バックペイ、慰謝料
とか、残業代請求、この三つがどういう
ふうになってるかを分析しました。
バックペイありというのが圧倒的に多
いです。残業代、慰謝料について言うと
慰謝料ありが４割で、なしが６割です。
残業代請求ですが、４分の１くらいが残
業代請求をしています。
請求金額も審判と和解でだいぶ違っ
て、審判の方が低めで、裁判が高めで
す。解決内容については、和解にしろ審
判にしろ雇用存続は、ないわけではない

それから勤続期間を見ると、前回と今
回とでは、非常に違っております。裁判
上の和解も審判も、いずれも短い方に寄
っています。かつては、それなりの勤続
期間がある人が多かったんですが、令和
のケースで見ると、１月から６月未満と
いうのも多くなっています。
役職で言うと、役職なしが最多なのは
当然ですが、課長級、部長級という人も
います。
雇用形態で見ると、４分の３ぐらいが
無期、２割弱が有期、派遣がごく少数
で、業務委託だが本当は労働者だと訴え
ている人が平成のときに比べるとかなり
増えてきています。
給与形態で見ると月給が圧倒的に多い
です。非正規であっても、時給でなく
て、月給だという人が結構います。いわ
ゆるフルタイム有期の場合は、月給の人
が多く、年俸制の人も１割強います。
賃金月額を見るとやはり20万―30万が
一番多くなっています。
業種は、卸、小売りが一番多く、医療
福祉がそれなりにあります。労働審判だ
と情報通信業が結構多かったりします。
企業規模は、和解と審判で傾向が違っ
ており、和解だと、100人から300人の規
模が一番多いですね。ところが、審判だ
と10人―30人が一番多いです。
労働審判は、意外と中小零細企業の労
働者か駆け込んでいるようです。なかな
か面白い発見だったと思っております。
制度利用に係る期間ですが、裁判でい
うと１年以上かかってるのが一番多いで
す。労働審判は、平成のときには２ヶ月
から３ヶ月未満が一番多かったんです
が、今回は３ヶ月から６ヶ月が一番多く
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こうした結果を示して、あとは先生方
に議論をしてもらうのを待つという段階
です。
私からは以上です。ご清聴ありがとう
ございました。

です。全くないわけではないです。和解
について言うと、雇用存続ありが1.1％、
審判の方で言うと0.8％です。しかし圧
倒的大部分の99％ぐらいは、雇用存続な
しで金銭解決です。
解決金額の分布、これが解雇の金銭解
決制度における最も重要な注目点であっ
たわけですが、労働審判で見ますと、一
番多いのが、100万から200万円未満で、
続いて50万から100万円未満、この二つ
が突出しています。
和解はそれに比べるともう少し高いと
ころで分布しています。刻み目の入れ方
にもよるんだと思うんですが、100万円
台から1000万円までに分布しています。
裁判は時間がかかります。中央値で１年
以上かかります。
解決金額を月収表示と、勤続期間あた
り月収表示でみた数字があります。なぜ
こんなことするかというと、解雇の金銭
解決の議論の素材として引き合いに出さ
れるのが、ドイツの解雇制度なのです。
ドイツの法律に解決金額の算定式みたい
なものが載っているわけですね。そこで
月収でいくら、あるいは勤続期間の何か
月分、という書き方になっています。日
本ではまだそこまでの議論になってるで
はありませんが、将来的にそういった議
論になったときのことを考えて、そうし
た数字を出しています。
数字を見ると、非常に低いところから
高いところにたくさん分散しているの
で、一概に傾向が言えないのですが、ど
ちらも一番多いのが、６ヶ月から９ヶ月
分です。審判の方は低いところに広く分
布してますし、和解の方は高いところに
分布しています。
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